

















The internationalization of crimes has been striking recently in Japan.Along with this phe-
nomenon increases the necessity of international cooperation in the prevention of crime and
the treatment of offenders,for example, extradition, mutual judicial assistance, execution of
foreign criminal judgment and so on.Among these problems focuses this article on the human
rights of prisoners.In relation to this theme exist already many international rules made by
United Nations, for example, Standard Minimum Rules for the Treatment of Prisoners and
International Covenant on Civil and Political Rights. These UN rules stress the inherent dig-
nity of the human person.In Japan has been attempted the amendment of prison law in recent
years.On this occasion insists the author of this article on the esteem of the trends of interna-
tional rules and the respect of human dignity of prisoners.
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う権利告知を受ける権利、 ③黙秘権、 ④弁護を受ける権利、 ⑤面会・信書授受等の外部交通
権、 ⑥証拠開示を受ける権利、 ⑦公平な裁判所による迅速な裁判を受ける権利、 ⑧自己負罪



















































































































IV 「拷問等禁止宣言」 (Declaration on the Protection of all Persons from being subjected










vI 「医学倫理原則」 (Principles of Medical Ethics relevant to也e Role of Health Person-
nel, Particularly Physicians, in the Protection of Prisoners and Detainees against






vll 「拷問等禁止条約」 (Convention against Torture and other Cruel , Inhuman or Degad-















ⅦI　「外国人被拘禁者の処遇に関する勧告」 (Recommendations on the Treatment of For-















Ⅹ　「法執行官による実力及び火器の使用に関する基本原則」 (Basic Principles on the Use






































































































































































































(b) relating to Victims of Abuse of Power)が採択されたように23)、欧米を中心に国際社会
の取り組みは急速に進んでいるのである24)他方、我が国における被害者保護としては、市
民運動や学者、弁護士界等のバックアップのもとに1980年に「犯罪被害者等給付金支給法」
が制定され、翌年から施行されているものの、捜査・裁判の過程における被害者の権利の確
立や被害者の心のケア等の問題までを視野に入れた総合的な被害者政策という点ではかなり
遅れているといわざるをえない25)。
こうした状況のなかで、最近発生したオウム真理教事件(1995年)や神戸児童殺傷事件(1997
午)、さらには和歌山カレ-毒物混入事件(1998年)等を契機として、改めて犯罪被害者の救
援・権利保護を要求する声が高まり、時としてそれが刑事司法や少年司法における加害者側
の人権保障制度に対する反発となっている側面も否定できないのである。それを感情論とし
て軽視し、真剣に受けとめないとすれば、結局のところ、我が国の刑事司法制度の健全な発
展を妨げる結果になるであろう。すなわち、被害者の人権を置き去りにしたままで受刑者等
の被拘禁者の人権を要求することは国民的な支持を得られないことを認めなければならない
ように思われる。被害者の人権の確立と受刑者等の刑事人権問題を総合的にとらえる視点が
益々重要になってくることを強調して本稿のむすびに代えることとしたい。
23)この宣言は、犯罪の被害者について、司法及び公正な取り扱いへのアクセス、被害弁償、被害補償、社会的援助等
を定めているOその内容につき、森下忠・前掲「刑事政策の論点IIIJ 148貢以下や諸揮英道「新版被害者学入門」 (1998)
532頁以下等参照.
24)欧米を中心とする海外の被害者支援の概要については、諸津・前掲書439頁以下参軌
25)近時、我が国においても被害者支援におけるボランティア活動の役割が期待されている。 1998年時点の状況につい
て諸津・前掲書460貢以下参照.昨年来、これらの市民団体の全国ネットワーク化が進められるとともに、市民団体・
日弁連等から被害者保護のための基本法制定運動が提起されている。今後、日弁連等の尽力により、被拘禁者の人
権を支援する組織と被害者の支援組織との間で多様な交流を深めることができるならばきわめて有意義であろう
